（不様式第１号）

令和　　年　　月　　日

岩手県労働委員会会長　　様

申立人　　
所在地又は住所

　　　　　名称又は氏名
　　　　　代表者役職氏名
電話番号

FAX番号

不当労働行為救済申立書

労働組合法第７条第　　号に違反する行為があったので、労働委員会規則第32条の規定により、下記のとおり、救済を申し立てます。

記

第１　被申立人

　　(1) 所在地又は住所

　　(2) 名称又は氏名
　　(3) 代表者役職氏名
第２　請求する救済の内容

　　(1) 

　　(2) 

　　(3) 

第３　不当労働行為を構成する具体的事実

　１　当事者

　２　本件不当労働行為を構成する具体的事実等

　３　本件不当労働行為を疎明する書証・人証等

（不様式第１号）【申立書記載例】
令和○○年○○月○○日

岩手県労働委員会会長　様

申立人　　

所在地又は住所　○○市○○町○番○号
　　　名称又は氏名　　○○労働組合
　　　代表者役職氏名　執行委員長　○○○○
電話番号 ○○○○－○○－○○○○
FAX番号 ○○○○－○○－○○○○
不当労働行為救済申立書

労働組合法第７条第○号及び第○号に違反する行為があったので、労働委員会規則第32条の規定により、下記のとおり、救済を申し立てます。

記

第１　被申立人

　　(1) 所在地又は住所

　　　　○○市○○町○番○号
　　(2) 名称又は氏名

　　　　○○株式会社

　　(3) 代表者役職氏名

　　　　代表取締役　○　○　○　○

第２　請求する救済の内容

　　　【不利益取扱い（労働組合法第７条第１号）の場合の一例】

　　　　被申立人は、組合員○○○○に対する○月○日付け（例：解雇・配転・懲戒処分など）を取り消し、（例：原職に復帰させる）とともに、（例：解雇から復職までの間の賃金相当額を支払う）こと。

　　　【団体交渉拒否（労働組合法第７条第２号）の場合の一例】

　　　　被申立人は、申立人が○年○月○日に申し入れた（例：賃上げ、解雇撤回など）に関する団体交渉に応じること。

　　　【支配介入（労働組合法第７条第３号）の場合の一例】

　　　　被申立人は、（例：申立人組合の組合員に対し脱退を勧奨しない）こと。

　　　【共通：文書掲示を求める場合の一例】

　　　　被申立人は、命令交付の日から○日以内に、縦○メートル、横○メートルの白紙に下記のとおり楷書で明瞭に記載し、（例：本社・○○事業所）の見やすい場所に○日間掲示すること。

記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　○○労働組合

　　　　執行委員長　○　○　○　○　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○

　　　　当社が（例：【不利益取扱いの場合】貴組合の組合員○○○○を解雇したこと、【団体交渉拒否の場合】○○年○○月○○日に貴組合から申入れのあった賃上げに関する団体交渉に応じなかったこと、【支配介入の場合】貴組合の組合員に対し脱退勧奨を行ったこと）は、労働組合法第７条第○号及び第○号に該当する不当労働行為であると岩手県労働委員会で認定されました。

　　　　今後、このような行為を繰り返さないようにいたします。

第３　不当労働行為を構成する具体的事実

　１　当事者

　　(1) 申立人○○労働組合は、被申立人○○株式会社の従業員が○○年○○月○○日に結成した労働組合であり、組合員数は○○名である。また、申立人は上部団体である（上部団体名）に加盟している。

　　(2) 被申立人○○株式会社は、○年○月○日に設立された（例：道路貨物運送業、食料品製造業）を業とする資本金○○万円の株式会社であり、従業員数は○○○名である。肩書地に本社を置く外、○○に支店（営業所）がある。

　　(3) なお、会社には申立人の外に、組合員数○○名の（組合名）がある。

　２　本件不当労働行為を構成する具体的事実等

　　【団体交渉拒否（労働組合法第７条第２号）の場合の一例】

　　　(1) ○月○日○時、○○執行委員長は○○社長に対し、（例：○○年度賃上げ、○○書記長の解雇撤回）に関する団体交渉の開催を文書で申し入れたところ、（例：「要求には応えられない」と回答するのみで）団体交渉に応じなかった。

(2) 本件は、正当な理由なく団体交渉を拒否するもの（労組法第７条第２号該当）である。

【不利益取扱い（労働組合法第７条第１号）の場合の一例】

　　　(1) 上記のとおり、被申立人が団体交渉に応じなかったことから、○月○日に臨時組合大会を開催し、全員一致によりスト権を確立した上で、○月○日○時に、翌○日の始業時から組合員全員が終日ストライキを行うと会社に通告した上、これを実施した。
　　　(2) ○年○月○日○時、（例：○○社長）は（例：○○執行委員長）を社長室に呼び、（例：○○により懲戒解雇する等、不利益取扱いを通告した具体的な発言内容）と伝えた。

(3) しかし、前記(1)のストライキには何ら違法性はなく、本件（例：懲戒解雇）処分は正当な組合活動を理由とする不利益取扱い（労組法第７条第１号該当）である。

【支配介入（労働組合法第７条第３号）の場合の一例】

    　(1) ○月○日○時に行われた定例の朝礼において、（例：○○社長）は、従業員に対し、（例：組合からの脱退を呼びかけた具体的な発言内容）との発言を繰り返した。

(2) 朝礼終了後、管理職らは就業時間の内外を問わず、廊下等ですれ違いざまに、三役以外の組合員全員に（例：脱退を呼びかけた具体的な発言内容）と発言することを繰り返した。

　　　(3) 結果として、○年○月までに、○○人の組合員が組合を脱退した。

　　　(4) 上記の（例：○○社長）及び管理職らの発言は、組合員に脱退を勧奨するものであって、組合の運営に支配介入しようとするものである（労組法第７条第３号該当）。
　３　本件不当労働行為を疎明する書証・人証等

　　　現段階においては、以下のとおりの立証を予定しているが、審査の進行によっては、必要に応じて新たに書証・人証を追加する。

　　　(1)　上記～～については、甲第１号証及び○○執行委員長の証言

　　　(2)　上記～～については、甲第２号証及び○○書記長の証言

　　　　（注：書証などがまだ整理されていないときは「追って立証します。」と記載。）
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